
　議案第　７　号　　

令 和 ３ 年 度 上 越 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算

　（総則）

　第１条 令和３年度上越市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

　第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 　接続世帯数 戸

（２） 　年間総処理水量 ｍ
3

（３） 　一日平均処理水量 ｍ
3

（４） 　主要な建設改良事業

　　イ.管渠建設改良費 千円

　　ロ.処理場建設改良費 千円

　（収益的収入及び支出）

　第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業外費用中企業

債利息１，１６７，２０３千円の財源に充てるため、企業債５８５，８００千円を借り

入れる。

　　　　　　 収　　　　　　　　　　入

　　第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

 　　　　　　支　　　　　　　　　　出

　　第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第４項 千円

　（資本的収入及び支出）

　第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

１２６，１１５千円、当年度利益剰余金処分額１，１２３，７３６千円で補填するものと

する。）。

１，２３９，６８２千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

出額に対し不足する額２，４８９，５３３千円は、当年度分損益勘定留保資金

予 備 費 ５，０００

営 業 費 用 ８，５６３，２８５

１，２１７，５３０

下水道事業収益 １０，５２０，６２７

特 別 利 益

営 業 外 費 用

下水道事業費用

３，６７３，１３３

６６，８０２

９，７８５，８１５

営 業 収 益

営 業 外 収 益 ６，７８０，６９２

５６，９５０

１５，３４９，７８５

４２，０５４

３，１８５，２２８

２６６，９１１



　　　　　　 収　　　　　　　　　　入

　　第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第５項 千円

　　　支　　　　　　　　　　出

　　第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

　（企業債）

　第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　　起債の目的 下水道事業

　　限　度　額 ５，４０６，０３８千円

　　起債の方法 証書借入　（借入時期は令和３年度中とする。ただし、工事の進捗状

況等により起債額の一部を翌年度に繰り延べて借り入れることができ

る。）

　　利　　　率 年　５．０％以内　（ただし、利率見直し方式で借り入れる政府資金

等について、利率の見直しを行った後においては、当該見直し後の利

率）

　　償還の方法 政府資金についてはその融資条件により、その他の資金については融

資先と協議して定める。ただし、財政状況その他の都合により、据置

期間及び償還期限を短縮し、若しくは繰上償還又は低利に借換えする

ことができる。

　（一時借入金）

　第６条 一時借入金の限度額は、９，０００，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）　各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における同一款内で、これらの経費

の各項間の流用

国 庫 補 助 金

負 担 金 等

固 定 資 産 購 入 費

１７５，４５４

企 業 債 償 還 金

３２，０３９

１１，４５６，０８２

３，６２５，８９４

下水道事業資本的
支 出

７，７９８，１４９

建 設 改 良 費

８，９６６，５４９

４，８２０，２３８

下水道事業資本的
収 入

企 業 債

１，０９７，６２０

他 会 計 補 助 金 ２，８７３，２３７



　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又

はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）　職 員 給 与 費 千円

　（利益剰余金の処分）

　第９条 当年度利益剰余金のうち１，１２３，７３６千円は、資本的収入額が資本的支出額

に対し不足する額の補填に処分するものとする。

　（他会計からの補助金）

　第10条

１，７２６，９４９千円である。

　（重要な資産の取得及び処分）

　第11条 重要な資産の取得及び処分は、次のとおりとする。

（１）取得する資産

令和３年２月２６日提出

（種類）

土地

　上越市長　　村　山　　秀　幸

３２３，１０６

（数量）

１,７０６㎡

（名称）

雨水幹線整備用地

下水道事業会計助成のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、



 

 

 

 

下 水 道 事 業 会 計 

予 算 に 関 す る 説 明 書 

 



予定額(千円)

① 10,520,627

3,673,133

3,485,735

3,485,735

161,359

161,359

19,003

19,003

7,036

311

6,562

163

2 6,780,692

6

6

1,231,344

1,231,344

2,670

2,670

5,542,352

5,542,352

4,320

1,051

3,269

3 66,802

66,802

66,802

下水道使用料、農業集落排水使用料、浄化槽使用料

令 和 ３ 年 度 上 越 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

款 ・ 項 目 節 説 明

下水道事業収益

国 庫 補 助 金

国 庫 補 助 金 社会資本整備総合交付金

営 業 収 益

下水道使用料

下水道使用料

他会計負担金

一般会計負担金 雨水処理負担金

収  益  的  収  入  及  び  支  出

収　　　　　　　　　　入

基 金 利 息

一般会計補助金

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び
配 当 金

その他営業収益

特 別 利 益

手 数 料

県 補 助 金

県 補 助 金

そ の 他
特 別 利 益

雑 収 益

長期前受金戻入

延 滞 金

長期前受金戻入

そ の 他
特 別 利 益

排水設備指定工事店登録手数料、受益者負担金督促手数料

貸 付 金

雑 収 益

その他雑収益

排水設備設置資金貸付金

下水道敷占用料

頸城区における生活排水施設整備基金利子

他会計補助金

一般会計繰入金

農業集落排水整備事業起債償還補助金

補助金等を収益化した額

自動販売機設置使用料、原子力立地給付金　他

企業債元金償還金に充てた一般会計繰入金（過年度分）

受益者負担金滞納延滞金

税込



予定額(千円)

① 9,785,815

8,563,285

344,606

12,329

6,954

1,461

46

2,837

1,385

4

155

270

43,996

13,765

168,441

12

13,043

76,135

2,828

310

590

45

1,176,167

17,645

10,104

2,367

3,964

1,960

169

30,702

1,003

214,919

88

2,610

782,826

1,035

1,054

支　　　　　　　　　　出

款 ・ 項 目

給 料

通 信 運 搬 費

委 託 料

燃 料 費

印 刷 製 本 費

手 当

旅 費

備 消 品 費

使 用 料
及 び 賃 借 料

修 繕 費

材 料 費

光 熱 水 費

通 信 運 搬 費

手 数 料

使 用 料
及 び 賃 借 料

複写機使用料　他

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

光 熱 水 費

負 担 金

保 険 料

公 課 費

給 料

委 託 料

旅 費

備 消 品 費

手 当

賞 与 引 当 金
繰 入 額

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

公共下水道用地借上料　他

マンホールポンプ蓋　他

排水ポンプ車運用負担金　他

公共下水道賠償責任保険料　他

庁用車自動車重量税

正規職員4人分

正規職員4人分

正規職員4人分

正規職員4人分

汚水管渠、雨水幹線、排水樋門等修繕　他

普通旅費

高分子凝集剤　他

非常用発電機用LSA重油　他

処理場電気料金　他

処理場電信電話料　他

処理場運転維持管理業務委託　他

事業場水質検査手数料

処理場パンフレット印刷

法 定 福 利 費

正規職員4人分

処 理 場 費

下水道事業費用

営 業 費 用

管 渠 費

正規職員3人分

報 酬

手 数 料

正規職員3人分

正規職員3人分

現業会計年度任用職員分

正規職員3人分

普通旅費

油処理剤　他

庁用車用ガソリン　他

マンホールポンプ電気料金　他

マンホールポンプ電信電話料　他

マンホールポンプ維持管理業務委託　他

庁用車法定点検手数料

正規職員3人分

法 定 福 利 費

説 明節

賞 与 引 当 金
繰 入 額

燃 料 費



予定額(千円)

103,749

127

383

1,454

8

7,159

34

4

6,759

16

346

18,321

320

160

4,505

790

25

190

62

94

99

370

23

5,098

23

6,562

116,115

46

48

1,319

238

4,686

80

71

771

105,039

26

3,754

旅 費 費用弁償、普通旅費

口座振替手数料

受益者負担金システム機器借上料

手 当 会計年度任用職員（事務補助）1人分

賞 与 引 当 金
繰 入 額 会計年度任用職員（事務補助）1人分

報 酬 会計年度任用職員（事務補助）1人分

法 定 福 利 費 会計年度任用職員（事務補助）1人分

賞 与 引 当 金
繰 入 額

報 酬

法 定 福 利 費

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

旅 費

修 繕 費

貸 付 金

手 当

委 託 料

修 繕 費

備 消 品 費

手 数 料

補 助 金

修 繕 費

保 険 料

通 信 運 搬 費

使 用 料
及 び 賃 借 料

報 償 費

備 消 品 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

燃 料 費

負 担 金

節

会計年度任用職員（生活排水処理推進員）3人分

費用弁償、普通旅費

備 消 品 費

公 課 費

保 険 料

材 料 費

通 信 運 搬 費

事業所宛郵便料 他

庁用車用ガソリン

自動車損害賠償責任保険　他

会計年度任用職員（生活排水処理推進員）3人分

説 明

スクリーンかす搬出機修繕　他

フロートスイッチ

技能講習負担金、各種協議会負担金　他

建物総合損害共済

庁用車自動車重量税

浄 化 槽 費

普 及 指 導 費

使 用 料
及 び 賃 借 料

業 務 費

款 ・ 項 目

マンホール蓋

納付書送付用郵便料

合併浄化槽維持管理業務委託

口座振替手数料

浄化槽ろ床槽修繕　他

会計年度任用職員（生活排水処理推進員）3人分

会計年度任用職員（生活排水処理推進員）3人分

会計年度任用職員（生活排水処理推進員）3人分

事務用消耗品

私有車借上料

庁用車法定点検修繕

排水設備工事費助成金、排水設備設置資金利子補給補助金

排水設備設置資金預託金

受益者負担金等前納報奨金

滞納対策図書追録　他

VPN回線使用料、使用料等関係郵便料　他

下水道使用料賦課徴収業務委託　他



予定額(千円)

31

6

118,883

47,297

25,541

6,312

3,957

11,786

5,495

419

166

67

939

436

20

9,382

11

481

37

781

24

5

5,727

6,782,034

6,779,894

2,140

1,217,530

1,171,349

1,167,203

4,146

46,081

46,081

100

100

5,000
5,000
5,000

負 担 金 研修会負担金

光 熱 水 費 初田地区処理場電気料金・水道料金

積 立 金

報 酬

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

備 消 品 費

燃 料 費

頸城区における生活排水施設整備基金積立金

正規職員12人分

正規職員12人分・会計年度任用職員（事務補助）3人分

正規職員12人分・会計年度任用職員（事務補助）3人分

会計年度任用職員（事務補助）3人分

正規職員12人分・会計年度任用職員（事務補助）3人分

委 託 料

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

雑 支 出

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

目

手 数 料

予 備 費
予 備 費

款 ・ 項

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

消 費 税
及び地方消費税

節

貸 倒 引 当 金
繰 入 額

通 信 運 搬 費

使 用 料
及 び 賃 借 料

修 繕 費

旅 費

公 課 費

営 業 外 費 用

企 業 債 利 息

借 入 金 利 息

保 険 料

負 担 金

印 刷 製 本 費

その他雑支出

予 備 費

説 明

事務用郵便料

下水道協会負担金、研修会負担金

消 費 税
及び地方消費税

総 係 費

法 定 福 利 費

減 価 償 却 費

手 当

給 料

賞 与 引 当 金
繰 入 額

正規職員12人分・会計年度任用職員（事務補助）3人分

庁用車車検手数料、印紙代

一時借入金利子

受益者負担金、使用料過誤納還付金及び還付加算金

費用弁償、普通旅費

事務用消耗品、公営企業関連図書　他

庁用車用ガソリン

下水道事業資産調査業務委託　他

有料道路使用料、複合機借上料　他

庁用車車検修繕

げすいどうだより印刷

庁用車自動車重量税

自動車損害賠償責任保険料　他



資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　入

予定額(千円)

① 8,966,549

4,820,238

2,337,700

2,337,700

1,700,500

1,700,500

617,938

617,938

164,100

164,100

2,873,237

2,873,237

2,873,237

3 1,097,620

1,097,620

1,097,620

5 175,454

166,740

166,740

8,714

8,714

資本費平準化債

下水道事業債

借 換 債

下水道事業債

特 別 措 置 分

下水道事業債

建 設 改 良 債

下水道事業債

企 業 債

下 水 道 事 業
国 庫 補 助 金

他会計補助金

款 ・ 項 目 節

下 水 道 事 業
資 本 的 収 入

他会計補助金

国 庫 補 助 金

他会計補助金

下 水 道 事 業
負 担 金

受益者分担金

負 担 金 等

下 水 道 事 業
分 担 金

受益者負担金

一般会計繰入金

社会資本整備総合交付金、農業集落排水施設機能強化国庫補助金

説 明

管渠、汚水連携　他

国 庫 補 助 金



予定額(千円)

① 11,456,082

3,625,894

3,185,228

145,754

2,532,649

506,825

266,911

166

18

50,380

29

216,313

5

173,755

75,831

52,498

2,638

26,368

462

2,731

610

111

5,753

22

5,532

765

278

142

14

2 32,039

32,039

30,716

1,323

3 7,798,149

7,798,149

7,798,149 企業債元金償還金

支　　　　　　　　　　　出

法 定 福 利 費

旅 費

旅 費

備 消 品 費

委 託 料

使 用 料
及 び 賃 借 料

正規職員20人分

有 形 固 定 資 産
購 入 費

汚水管渠工事、雨水管渠工事、接続桝設置工事　他

設計積算用図書

下水道センター脱水機棟耐震診断調査業務委託　他

有料道路使用料

諸会議出席負担金

ガス管・水道管ほか物件移転補償料補 償 金

負 担 金

目 節

正規職員20人分、会計年度任用職員（事務補助）2人分

会計年度任用職員（事務補助）2人分

建 設 総 係 費

工 事 請 負 費

処理場建設改良費

下 水 道 事 業
資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

委 託 料

工 事 請 負 費

管渠建設改良費

款 ・ 項

ガス検知器　他

企業債償還金

雨水幹線整備用地

委 託 料

手 数 料

使 用 料
及 び 賃 借 料

修 繕 費

負 担 金

保 険 料

企業債償還金

工 具 ・ 器 具
及 び 備 品

土 地

企業債償還金

庁用車自動車重量税公 課 費

固 定 資 産
購 入 費

浦川原浄化センター電気・機械設備増築工事　他

普通旅費

説 明

実施設計業務委託、地質調査業務委託　他

研修会負担金、諸会議出席負担金

自動車損害賠償責任保険料　他

正規職員20人分、会計年度任用職員（事務補助）2人分

費用弁償、普通旅費

事務用消耗品

庁用車用ガソリン

工事実施通知用郵便料　他

農業集落排水施設機能強化計画策定業務委託

庁用車車検手数料、印紙代

下水道業務システム機器等借上料　他

庁用車車検修繕　他

給 料

手 当

報 酬

備 消 品 費

燃 料 費

通 信 運 搬 費



令和３年度上越市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

（単位：千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 608,697

減価償却費 6,782,034

引当金の増減額(△は減少) 14,834

長期前受金戻入額 △ 5,609,154

支払利息 1,171,349

有形固定資産売却損益(△は益) 0

未収金の増減額(△は増加) △ 41,864

貯蔵品の増減額(△は増加) 0

未払金の増減額(△は減少) 46,081

未払費用の増減額(△は減少) 0

その他資産の増減額（△は増加） △ 6

その他負債の増減額（△は減少） △ 188,792

小計 2,783,179

利息の支払額 △ 1,171,349

利息及び配当金の受取額 0

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,611,830

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 3,343,026

有形固定資産の売却による収入 0

無形固定資産の取得による支出 0

国庫補助金等による収入 1,273,074

一般会計又は特別会計からの繰入金による収入 55,873

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,014,079

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 5,406,038

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 7,798,149

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還に係る一般

会計からの繰入金による収入 2,817,364

財務活動によるキャッシュ・フロー 425,253

資金増加額(又は減少額) 23,004

資金期首残高 84,150

資金期末残高 107,154

税抜



給　　与　　費　　明　　細　　書

１　総　　括

法　定

特別職 一般職 報酬 給料 職員手当 計 福利費

（人） （人） (千円) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

－
(9)
39

12,465 153,102 102,691 268,258 54,848 323,106

－
(8)
41

10,897 158,368 95,255 264,520 55,768 320,288

－
(1)
△2

1,568 △ 5,266 7,436 3,738 △ 920 2,818

区　　分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本　年　度 0 29,937 1,296 0 174 60,464

前　年　度 0 20,830 1,296 0 174 61,843

比　　　較 0 9,107 0 0 0 △ 1,379

区　　分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本　年　度 0 2,105 0 0 0 0

前　年　度 0 1,686 0 0 0 0

比　　　較 0 419 0 0 0 0

※　(　)内は短時間勤務職員及び一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い
　会計年度任用職員(外書)を示す。

夜間勤務
手当

退職手当
宿日直
手当

初任給
調整手当

（千円）

特殊勤務
手当

管理職員
特別勤務手当

期末勤勉
手当

（千円）

5,394

管理職
手当

比　　　較

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

扶養手当 地域手当
時間外

勤務手当

△ 786

通勤手当
単身赴任

手当
住居手当

3,321

6,180

3,246

75

前　年　度

職員数 給  与  費
合　計

区　　分

本　年　度



　⑴　会計年度任用職員以外の職員

法　定

特別職 一般職 報酬 給料 職員手当 計 福利費

（人） （人） (千円) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

－
(0)
39

0 153,102 101,402 254,504 52,545 307,049

－
(0)
41

0 158,368 94,872 253,240 53,833 307,073

－
(0)
△2

0 △ 5,266 6,530 1,264 △ 1,288 △ 24

区　　分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本　年　度 0 29,937 1,296 0 174 59,175

前　年　度 0 20,830 1,296 0 174 61,460

比　　　較 0 9,107 0 0 0 △ 2,285

区　　分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本　年　度 0 2,105 0 0 0 0

前　年　度 0 1,686 0 0 0 0

比　　　較 0 419 0 0 0 0

　⑵　会計年度任用職員

法　定

特別職 一般職 報酬 給料 職員手当 計 福利費

（人） （人） (千円) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

－
(9)

0
12,465 0 1,289 13,754 2,303 16,057

－
(8)

0
10,897 0 383 11,280 1,935 13,215

－
(1)

0
1,568 0 906 2,474 368 2,842

区　　分

（千円） （千円） （千円）

本　年　度 1,289 0 0

前　年　度 383 0 0

比　　　較 906 0 0

※　(　)内は一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い会計年度任用職員(外
　書)を示す。

通勤手当 退職手当

（千円）

0

0

0

期末手当

本　年　度

前　年　度

比　　　較

職
員
手
当
の
内
訳

時間外
勤務手当

職員数 給  与  費
合　計

区　　分

単身赴任
手当

住居手当
夜間勤務

手当
退職手当

宿日直
手当

初任給
調整手当

（千円）

3,321

3,246

75

※　(　)内は短時間勤務職員(外書)を示す。

時間外
勤務手当

管理職
手当

特殊勤務
手当

管理職員
特別勤務手当

期末勤勉
手当

本　年　度

前　年　度

比　　　較

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

扶養手当 地域手当

5,394

6,180

△ 786

通勤手当

（千円）

職員数 給  与  費
合　計

区　　分



２　給料及び職員手当の増減額の明細

区分
増減額

（千円）

給与改定に
伴う増減分

0

昇給に伴う
増加分

389

年度当初
職員数見込

本年度 39人

前年度 41人

増　減 △2人

給与改定に
伴う減少分

△695

その他の増
加分

7,225

３　給料及び手当の状況

　⑴　職員１人当たりの給与

区　　　　分

　⑵　初任給

高校卒

大学卒 182,200  182,200  

区　分
一般行政職

 (円）

一般会計の制度

一般行政職
（円）

150,600  150,600  

令和2年1月1日
現　在

平均給料月額（円） －

平均給与月額（円） －

　　平 均 年 齢 （歳）　　 －

一般行政職

令和3年1月1日
現　在

平均給料月額（円） 323,961  

平均給与月額（円） 403,376  

　　平 均 年 齢 （歳）　　 44.1  

職
員
手
当

6,530

期末手当の改定に伴う減
少分

支給割合の引下げ（△0.05月）

職員構成の変動等による
増加分

増減事由別内訳
（千円）

説　明 備　考

- -

その他の減
少分

△5,655
職員構成の変動等による
減少分

職員数の異動状況(短時間勤務職員を含む）

前年度1月1日
時点職員数

前年度末まで
の増減

39人 0人

給
 
 
料

△5,266

給与改定に伴う増減なし

平均昇給率　1.02％

- -



　⑶　級別職員数

一般行政職

職員数 構成比

（人） （％）

８級

７級

６級 2 5.1

５級 3 7.7

４級 15 38.5

３級 14 35.9

２級 3 7.7

１級 2 5.1

計 39 100.0

８級

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級

計 － －

(級別の標準的な職務内容）

区　分 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２～１級

部　長 課　長 課　長 係　長 主　事

一般行政職 副課長 主　任

所　長 所　長 次　長 主　任 技　師

（令和3年1月1日現在）

区   分
級

令和3年1月1日
現　在

令和2年1月1日
現　在



　⑷　昇給

合　計 一般行政職

(Ａ)(人) 39 39

(Ｂ)(人) 37 37

1号給(人)

2号給(人) 1 1

3号給(人) 2 2

号給数別内訳 4号給(人) 34 34

5号給(人)

6号給(人)

7号給(人)

8号給以上(人)

(％) 94.9 94.9

(Ａ)(人) 41 41

(Ｂ)(人) 38 38

1号給(人)

2号給(人) 3 3

3号給(人)

号給数別内訳 4号給(人) 35 35

5号給(人)

6号給(人)

7号給(人)

8号給以上(人)

(％) 92.7 92.7

　⑸　期末手当・勤勉手当

支給率計

6月(月分） 12月(月分） （月分）

2.200
（1.150）

2.200
（1.150）

4.40
（2.30）

2.225
（1.175）

2.225
（1.175）

4.45
（2.35）

2.200
（1.150）

2.200
（1.150）

4.40
（2.30）

※　(　)内は再任用職員の支給率

前　年　度 有

一般会計の制度 有

区　　　　分
支給期別支給率 職制上の段階、職務の級等

による加算措置
備　考

本　年　度 有

区　　　　　　分

本
年
度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

 比　　率　　（Ｂ）／（Ａ）

前
年
度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

 比　　率　　（Ｂ）／（Ａ）



　⑹　その他の手当

住居手当 同　　じ

通勤手当 同　　じ

区　　　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

扶養手当 同　　じ



債務負担行為に関する調書

事 項 限 度 額

期 間 金 額 期 間 金 額 下水道使用料

千円 千円 千円 千円

終末処理場包括的維
持管理業務

252,310
令和3年度から
令和4年度まで

252,310 252,310

左の財源内訳
前年度末までの支払

義務発生（見込）額

当該年度以降の支

払義務発生予定額

税込



令 和 ３ 年 度 上 越 市 下 水 道 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表

  ( 令 和 ４ 年 ３ 月 ３１日 現 在 ）

（単位:千円）

資　　産　　の　　部

1

(1)

1 5,248,076

2 5,351,235

△ 354,032 4,997,203

3 182,225,169

△ 10,404,177 171,820,992

4 9,347,111

△ 2,691,989 6,655,122

5 7,421

△ 2,278 5,143

6 23,474

△ 6,146 17,328

188,743,864

(2)

1 1

2 29,752

3 10,500

△ 4,240 6,260

36,013

(3)

1 52,840

52,840

188,832,717

2

(1) 107,154

(2) 451,834

(3) △ 11,581 547,407

547,407

189,380,124

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

車 両 運 搬 具

工具・器具及び備品

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

地 上 権

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 資 産

基 金

機 械 及 び 装 置

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

構 築 物

税抜



負　　債　　の　　部
1
(1)

1 83,378,106

83,378,106
83,378,106

2
(1)

1 8,072,374

8,072,374
(2) 243,073
(3)

1 10,300
2 8,865

19,165
(4) 1,300

8,335,912
3
(1) 113,640,226
(2) △ 11,345,946

102,294,280
194,008,298

資　　本　　の　　部
1
(1) 0

0
2
(1)

1 315
2 2,699,742

2,700,057
(2)

1 608,697
2 △ 7,936,928

△ 7,328,231
△ 4,628,174
△ 4,628,174
189,380,124

当年度未処分利益剰余金

剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処理欠損金
利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金
資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額
国 庫 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 金 合 計

繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資 本 金

引 当 金 合 計
預 り 金

流 動 負 債 合 計

資 本 金

長期前受金収益化累計額

法 定 福 利 費 引 当 金

固 定 負 債 合 計
流 動 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計
未 払 金
引 当 金

賞 与 引 当 金

繰 延 収 益
長 期 前 受 金

固 定 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計



令 和 ２ 年 度 上 越 市 下 水 道 事 業 会 計 予 定 損 益 計 算 書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

（単位:千円）

1

(1) 3,153,176

(2) 129,571

(3) 18,082

(4) 7,138 3,307,967

2

(1) 322,958

(2) 1,071,453

(3) 6,305

(4) 15,639

(5) 99,437

(6) 109,449

(7) 6,680,828 8,306,069

 4,998,102

3

(1) 6

(2) 1,299,208

(3) 3,376

(4) 5,593,996

(5) 0

(6) 56,632 6,953,218

4

(1) 1,279,540

(2) 52,452 1,331,992

623,124

5

(1) 142,796 142,796

6

(1) 177

(2) 10,864 11,041

7

(1) 4,545 4,545 127,210

750,334

△ 8,687,262

0

▲ 7,936,928

営 業 費 用

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

国 庫 補 助 金

そ の 他 営 業 収 益

県 補 助 金

管 渠 費

処 理 場 費

浄 化 槽 費

普 及 指 導 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

（ 営 業 損 失 ）

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金

他 会 計 補 助 金

特 別 利 益

長 期 前 受 金 戻 入

消費税及び地方消費
税 還 付 金

雑 収 益

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債
取 扱 諸 費

雑 支 出

（ 経 常 利 益 ）

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

そ の 他 特 別 損 失

予 備 費

予 備 費

（ 当 年 度 純 利 益 ）

（ 前 年 度 繰 越 欠 損 金 ）

（その他未処分利益剰余金変動額）

（ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 ）

税抜



令 和 ２ 年 度 上 越 市 下 水 道 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表

  ( 令 和 ３ 年 ３ 月 ３１日 現 在 ）

（単位:千円）

資　　産　　の　　部

1

(1)

1 5,217,360

2 5,351,235

△ 177,016 5,174,219

3 179,170,067

△ 5,173,747 173,996,320

4 9,091,105

△ 1,323,924 7,767,181

5 7,421

△ 944 6,477

6 22,272

△ 3,097 19,175

192,180,732

(2)

1 1

2 29,752

3 10,500

△ 2,100 8,400

38,153

(3)

1 52,834

52,834

192,271,719

2

(1) 84,150

(2) 409,970

(3) △ 5,854 488,266

488,266

192,759,985資 産 合 計

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

地 上 権

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 資 産

基 金

工具・器具及び備品

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

税抜



負　　債　　の　　部
1
(1)

1 86,044,442

86,044,442
86,044,442

2
(1)

1 7,798,148

7,798,148
(2) 196,992
(3)

1 9,053
2 1,005

10,058
(4) 1,300

8,006,498
3
(1) 109,682,708
(2) △ 5,736,792

103,945,916
197,996,856

資　　本　　の　　部
1
(1) 0

0
2
(1)

1 315
2 2,699,742

2,700,057
(2)

1 750,334
2 △ 8,687,262

△ 7,936,928
△ 5,236,871
△ 5,236,871
192,759,985

剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金
当年度未処分利益剰余金
当年度未処理欠損金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

長期前受金収益化累計額
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資 本 金
資 本 金

資 本 金 合 計
剰 余 金

資 本 剰 余 金
受 贈 財 産 評 価 額
国 庫 補 助 金

長 期 前 受 金

引 当 金
賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計
預 り 金

流 動 負 債 合 計
繰 延 収 益

未 払 金

固 定 負 債 合 計
流 動 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計



 

注  記  表 

  

Ⅰ．重要な会計方針 

 前年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

１ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

・減価償却の方法  定額法による。 

・主な耐用年数 

建物          １８～５０年 

構築物                １０～５０年 

機械及び装置       ６～５０年 

工具・器具及び備品    ４～２０年 

車両運搬具          ４～６年 

（２）無形固定資産 

・減価償却の方法  定額法による。 

・主な耐用年数 

ソフトウェア                    ５年 

 

２ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金 

職員の退職手当は一般会計が負担する。 

（２）賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基

づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

（３）法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末におけ

る支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

（４）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、全てを一般債権とし、過去３か年の貸倒実

績率の平均値により回収不能額を計上している。なお、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

  

 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記 

   該当なし 

 

Ⅲ．予定貸借対照表等関連 



 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内           

に償還予定のものを含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 

１３，６７２，７０７千円である。 

 

２ 引当金の取崩し 

（１）賞与引当金の取崩し 

   令和３年度において、前年度に発生した期末手当及び勤勉手当として、９，０５３千 

 円を支給することが見込まれるため、賞与引当金９，０５３千円を取り崩す予定である。 

（２）法定福利費引当金の取崩し 

   令和３年度において、前年度に発生した期末手当及び勤勉手当に対する法定福利費と

して、１，００５千円を支給することが見込まれるため、法定福利費引当金１，００５

千円を取り崩す予定である。 

 

Ⅳ．セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 

下水道事業では、公共下水道事業、農業集落排水事業及び浄化槽事業を運営しており、

各事業で運営方針を決定していることから、公共下水道事業、農業集落排水事業及び浄化

槽事業の３つを報告セグメントとしている。 

報告セグメントは、下水道事業の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

予算の策定及び業績を評価するために、定期的に議会に報告する対象となっているもので

ある。 

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。 

 

事 業 区 分 事 業 の 内 容 

公共下水道事業 公共下水道計画区域において汚水及び雨水を処理する業務 

農業集落排水事業 農業集落排水処理施設において汚水を処理する業務 

浄化槽事業 上記以外において合併処理浄化槽を使用し、汚水を処理する業務 

  

２ 報告セグメントごとの営業収益等 

   当年度（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）           税抜 

項  目 公共下水道事業 農業集落排水事業 浄化槽事業 合  計 

営業収益 

営業費用 

2,798,326 

6,173,705 

552,060 

2,233,859 

5,862 

11,487 

3,356,248 

8,419,051 

営業損益 

経常損益 

△3,375,379 

569,902 

△1,681,799 

△27,872 

△5,625 

△135 

△5,062,803 

541,895 

セグメント資産 

セグメント負債 

152,646,712 

158,645,771 

36,669,953 

35,280,523 

63,459 

82,004 

189,380,124 

194,008,298 



 

項  目 公共下水道事業 農業集落排水事業 浄化槽事業 合  計 

その他の項目 

他会計繰入金 

 減価償却費 

受取利息 

支払利息 

特別利益 

特別損失 

 

3,013,691 

5,145,323 

6 

985,886 

37,416 

0 

 

1,247,392 

1,631,729 

0 

184,272 

29,184 

0 

 

4,857 

4,982 

0 

1,191 

202 

0 

 

4,265,940 

6,782,034 

6 

1,171,349 

66,802 

0 

 有形固定資産

及び無形固定

資産の増加額 

△1,855,987 △1,578,039 △4,982 △3,439,008 

 

Ⅴ．減損損失 

なし 

   

Ⅵ．リース契約により使用する固定資産 

なし 

  

Ⅶ．重要な後発事象に関する注記 

なし 
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